雇用と年金の接続に係る検討状況について公務員事務局と交渉-3/1

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務労協は、３月１日、国家公務員の雇用と年金の接続に係る検討状況について国家公務員制度改革推進本部事務局と交渉を行った。公務労協からは労働条件専門委員が出席し、公務員事務局からは阿部参事官らが対応した。なお、前日２月28日に公務労協労働条件専門委員会を開催し、本交渉への対応を確認した上で、交渉に臨んだ。

　冒頭、岩﨑労働条件専門委員長が「公務労協は、人事院の意見の申出に基づく定年延長の実現を大前提としているが、当面、現行再任用制度の下で雇用と年金の確実な接続と高齢期の生活を支える給与水準と適切な労働条件を確保するなどの、獲得目標の実現をめざすこととするので、現時点の検討内容を説明願いたい」と求めた。

　これに対し、阿部参事官は「国家公務員の雇用と年金の接続については、国家公務員制度改革推進本部決定の上、閣議決定を行う方向で検討している。公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢が段階的に60歳から65歳へと引き上げられることに伴って、無収入期間が発生しないよう、対応を急ぐという意味でも、当面、定年退職する職員が公的年金の支給開始年齢に達するまでの間、再任用を希望する職員については再任用するものとすることを基本とし、雇用と年金を確実に接続することにしたい」と述べた上で、以下の点について検討していることを説明した。

(1) 定年退職する職員が再任用を希望する場合、任命権者は、当該職員が年金支給開始年齢に達するまで、常時勤務を要する官職に再任用するものとする。ただし、再任用を希望する職員をフルタイム官職に再任用することが困難であると認められる場合、当該職員の個別の事情を踏まえて必要があると認められる場合には、短時間勤務の官職に再任用することができる。

(2) 再任用職員も含めた職員全体のモチベーションの維持向上と意欲と能力のある人材の最大限の活用の観点から、能力・実績に基づく信賞必罰の人事管理を徹底する。再任用を希望する者が欠格事由又は分限免職事由に該当する場合、再任用はしない。

(3) 意欲と能力のある人材を、幅広い職域で最大限活用できるよう努め、職員の専門的知識や経験について、公務内で積極的に活用できる環境を整備する。

(4) 本府省の局長、部長、課長等については、再任用職員を任用しない。

(5) 早期退職募集制度の適切な運用を図るとともに、民間の再就職支援会社を活用した再就職支援を行うこととする。

(6) 希望する職員を再任用することと、若手職員の安定的・計画的な確保及び人事の新陳代謝を図ることとが可能となるよう、必要な措置を講じる。

(7) 再任用制度の活用状況を検証し、年金支給開始年齢の段階的な引上げの時期ごとに、公務の運営状況や民間の状況を勘案し、意見の申出を踏まえ、雇用と年金の接続の在り方について改めて検討を行う。

　説明に対し、大塚副事務局長は「人事院の意見の申出に基づく定年延長が基本だが、当面は再任用ということで、不明な点は明らかにし、不足している点は補強してもらいたい」と述べ、以下の点の確認を求めた。

(1) 国公法81条の４は「～できる」との規定であるため、閣議決定では、任命権者に再任用を義務づけることとすると理解してよいか。また、短時間でよい場合はどのような場合か。

(2) 「欠格事由」「分限事由」に該当する場合は当然当該処分を受けるものであり、敢えて記載する必要はないのではないか。

(3) 官民人材交流センターの活用も検討すべきではないか。

(4) 本府省の課長等以上であっても、必ずしも一律にする必要はなく、原則に止めてもらいたい。

(5) 早期退職募集制度等について、現時点の検討状況を明らかにしてほしい。

(6) 再任用・新規採用・人事の新陳代謝の３つの要素のバランスをとるためにとる「必要な措置」は何か。

(7) 今回めざしている閣議決定があくまでも「当面」の措置であることを踏まえ、62歳支給となるまでに必ず検討しなければならないことを明示し、できるだけ早く定年延長を実現してもらいたい。

　これに対し、阿部参事官は以下の通り回答した。

(1) 閣議決定は内閣の意志決定として、すべての行政機関を拘束するもので、大臣以下の職員はこれに従わなければならない重いものだ。フルタイムか短時間か勤務地や仕事をどうするかについては府省ごとの事情によるが、任命権者はそれを合理的に説明する必要があると考えており、文章化も考えていく。

(2) 「能力・実績に基づく信賞必罰の人事管理」は国家公務員制度改革基本法に記載されている。定年間際での心身の故障が生じた場合等、別途さまざまなケースが生じるが、民間の指針を踏まえて同じものを記載した。

(3) 官民人材交流センターは元々、再就職支援ということで発足した経過もあり、しっかり活用を考えていきたい。

(4) 地方の幹部職員まではコンセンサスが得られるとは思わないが、本府省で政策の企画・立案等に携わっている課長等以上の職員については再任用をしないことについて理解が得られると考えている。

(5) 昨年11月の改正退職手当法の公布から１年以内に政令を定めなければならず、現在総務省人事・恩給局と各府省人事当局が調整していると聞いている。

(6) ３つの要素のバランスをとるための必要な措置については、各府省において早期退職募集制度や任命権者による調整などの人事管理をしっかり行った上で、査定官庁が府省の業務実態を自ら査定の考え方を整理していくということだ。

(7) まず62歳支給となるまでに検討されるが、その時の情勢によって最終的な結論が出るかわからないので、万が一の時のため、次も検討が読めるようにしたもの。よく考えさせてもらいたい。

　続いて、公務労協側は次のとおり質した。

(1)原則フルタイムで、例外として短時間と回答されたが、現状の定員の問題をどう考えているのか。定員事情の厳しい府省では希望通り再任用されないという宿命だったら仕方がないでは平等性に欠ける。

(2)雇用と年金の接続と平行して、定員問題をどう調整していくか、政府全体としての前向きな検討を願いたい。定員問題についても、雇用と年金の接続と同じように期間を区切って検討してもらいたい。

　これに対し、阿部参事官は「各府省の定員状況が違うが、すぐに対処することは厳しい。最低限やらなければいけないのは、無収入期間をなくすことだ」と回答した。

　最後に、岩﨑労働条件専門委員長が「定員の問題や段階的定年延長の検討の書きぶりなど課題が残っているが、当面の措置として、今回、閣議決定に向け検討に入っていることに際し、今後も引き続き議論していく」と求めたところ、阿部参事官が了解したことから、これを確認し交渉を終えた。

以上

